
議案第 29 号 

 

   美唄市高等学校等奨学金給付規則の一部改正の件 

 

 美唄市高等学校等奨学金給付規則の一部を次のように改正するものとす

る。 

  令和 8 年 7 月 29 日提出 

 

                 美唄市教育委員会 

                     教育長 石塚 信彦 

 

美唄市高等学校等奨学金給付規則の一部を改正する規則 

 

美唄市高等学校等奨学金給付規則(令和 4 年教育委員会規則第 1 号)の一

部を次のように改正する。 

第 2 条第 3 号を削る。 

第 3 条中「(以下「奨学生」という。)は」の次に「、給付を受けようと

する年度の 7 月 1 日において」を加え、同条中第 4 号を削り、第 3 号を第

4 号とし、第 2 号を次のように改める。 

(2) いずれかの保護者等に道府県民税及び市町村民税所得割が課されて

いること 

第 3 条第 2 号の次に次の 1 号を加える。 

(3) 給付の申請をしようとする年度(以下「申請年度」という。)分にお

ける奨学生の保護者等の前年における収入の合計額が、生活保護法(昭

和 25 年法律第 144 号)第 8 条に規定する厚生労働大臣の定める基準の

生活扶助 1 類、2 類、教育扶助、住宅扶助、加算等(母子及び障がい者

を含む世帯)及び基礎控除の合計額に 1.5 を乗じて得た額以下であるこ

と。 

第 3 条第 6 号中「(昭和 25 年法律第 144 号)」を削る。 

第 5 条第 1 項中第 5 号を第 6 号とし、第 2 号から第 4 号までを 1 号ずつ

繰り下げ、第 1 号の次に次の 1 号を加える。 

(2) 保護者等に係る前年の収入を証明できる書類のほか、それらの事実

を証明できる書類 



第 6 条に次の 1 項を加える。 

3 予算の範囲を超える申請があった場合の選考基準等については、教育長

が別に定める。 

第 11 条中「本人」を「奨学生」に改める。 

別記様式 1 号を次のように改める。 

 

 

  



附 則 

この規則は、令和 8 年 8 月 1 日から施行する。 





議案第 29 号 参考資料 2 

美唄市高等学校等奨学金給付規則新旧対照表 

新 旧 

 

本則 

 

本則 

(用語の意義) 

第 2 条 この規則において、次の各号に掲

げる用語の意義は、当該各号に定めると

ころによる。 

(用語の意義) 

第 2 条 この規則において、次の各号に掲

げる用語の意義は、当該各号に定めると

ころによる。 

(1)・(2) (略) (1)・(2) (略) 

(削る) (3) 所得割の額 道府県民税及び市町村

民税の所得割(税額控除前)の額をい

う。  

(奨学生) 

第 3 条 奨学金の給付を受けることができ

る者(以下「奨学生」という。)は、給付

を受けようとする年度の 7 月 1 日におい

て、次の各号のいずれにも該当する者と

する。 

(奨学生) 

第 3 条 奨学金の給付を受けることができ

る者(以下「奨学生」という。)は、給付

を受けようとする年度の 7 月 1 日におい

て、次の各号のいずれにも該当する者と

する。 

(1) (略) (1) (略) 

(2) いずれかの保護者等に道府県民税及

び市町村民税所得割が課されているこ

と 

(2) 給付の申請をしようとする年度(以

下「申請年度」という。)分における奨

学生の保護者等に係る所得割の額を合

計した額が、100 円以上 85,500 円未満

であること。 

(3) 給付の申請をしようとする年度(以

下「申請年度」という。)分における奨

学生の保護者等の前年における収入の

合計額が、生活保護法(昭和 25 年法律

第 144 号)第 8 条に規定する厚生労働大

臣の定める基準の生活扶助 1 類、2 類、

教育扶助、住宅扶助、加算等(母子及び

障がい者を含む世帯)及び基礎控除の合

計額に 1.5 を乗じて得た額以下である

こと。 

(新設) 

(4) (略) (3) (略) 

(削る) (4) 学業が優良で性行が善良であるこ

と。 

(5) (略) (5) (略) 

(6) 奨学生が生活保護法(昭和 25 年法律

第 144 号)の規定による保護を受けてい

る世帯に属していないこと。 

(6) 奨学生が生活保護法(昭和 25 年法律

第 144 号)の規定による保護を受けてい

る世帯に属していないこと。 

(申請) 

第 5 条 奨学生になることを希望する者(以

下「申請者」という。)は、奨学生申請書

(別記様式第 1 号)に次に掲げる書類を添

え、教育長に提出しなければならない。

ただし、当該書類により証明すべき事実

を公簿等によって確認することができる

ときは、当該書類の添付を要しない。 

(申請) 

第 5 条 奨学生になることを希望する者(以

下「申請者」という。)は、奨学生申請書

(別記様式第 1 号)に次に掲げる書類を添

え、教育長に提出しなければならない。

ただし、当該書類により証明すべき事実

を公簿等によって確認することができる

ときは、当該書類の添付を要しない。 

(1) (略) (1) (略) 



(2) 保護者等に係る前年の収入を証明で

きる書類のほか、それらの事実を証明

できる書類 

(新設) 

(3) (略) (2) (略) 

(4) (略) (3) (略) 

(5) (略) (4) (略) 

(6) (略) (5) (略) 

2 (略) 2 (略) 

(奨学生の決定等) 

第 6 条 (略) 

(奨学生の決定等) 

第 6 条 (略) 

2 (略) 2 (略) 

3 予算の範囲を超える申請があった場合の

選考基準等については、教育長が別に定

める。 

(新設) 

(休学等の届出) 

第 11 条 奨学生は、次の各号のいずれかに

該当したときは、教育長に届け出なけれ

ばならない。 

(休学等の届出) 

第 11 条 奨学生は、次の各号のいずれかに

該当したときは、教育長に届け出なけれ

ばならない。 

(1) (略) (1) (略) 

(2) 奨学生又は保護者等の身分、住所そ

の他学業継続上の重要事項に異動が生

じたとき。 

(2) 本人又は保護者等の身分、住所その

他学業継続上の重要事項に異動が生じ

たとき。 

2 前項に規定する届出は、その事由の生じ

た日から 10 日以内に奨学生変更届出書

(別記様式第 5 号)により届け出なければ

ならない。ただし、奨学生が疾病その他

の理由により届け出ることができないと

きは、保護者等が届け出なければならな

い。 

2 前項に規定する届出は、その事由の生じ

た日から 10 日以内に奨学生変更届出書

(別記様式第 5 号)により届け出なければ

ならない。ただし、本人が疾病その他の

理由により届け出ることができないとき

は、保護者等が届け出なければならな

い。 

 

別記様式第 1 号(第 5 条関係) 

 

奨学生申請書 

[別紙参照] 

 

別記様式 1 号(第 5 条関係) 

 

奨学生申請書 

[別紙参照] 





議案第 29 号 参考資料 3 

 

○美唄市高等学校等奨学金給付規則 

(令和 4 年 3 月 25 日教育委員会規則第 1 号) 

改正 令和 4 年 9 月 29 日教育委員会規則第 6 号 令和 5 年 3 月 27 日教育委員会規則第 2 号 

令和 7 年 3 月 31 日教育委員会規則第 2 号 --年--月--日教育委員会規則第--号 
 

(目的) 

第 1 条 この規則は、経済的な理由により修学が困難な高等学校等に在学

する者に対し、奨学金の給付を行うことにより、修学に伴う経済的負担の

軽減を図り、もって教育の機会均等に寄与することを目的とする。 

(用語の意義) 

第 2 条 この規則において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に

定めるところによる。 

(1) 高等学校等 学校教育法(昭和 22 年法律第 26 号。以下「法」とい

う。)第 1 条に規定する高等学校(専攻科を除く。)、中等教育学校の後

期課程、特別支援学校の高等部、高等専門学校(第 1 学年から第 3 学年

までに限る。)及び同法第 124 条に規定する専修学校の高等課程をい

う。 

(2) 保護者等 法第 16 条に規定する保護者又は高等学校等に在学する

者の生計維持者をいう。 

(奨学生) 

第 3 条 奨学金の給付を受けることができる者(以下「奨学生」という。)

は、給付を受けようとする年度の 7 月 1 日において、次の各号のいずれに

も該当する者とする。 

(1) 奨学生及び保護者等が市内に住所を有していること、又は奨学生が

美唄尚栄高等学校若しくは美唄聖華高等学校に在籍していること。 

(2) いずれかの保護者等に道府県民税及び市町村民税所得割が課されて

いること。 

(3) 給付の申請をしようとする年度(以下「申請年度」という。)分にお

ける奨学生の保護者等の前年における収入の合計額が、生活保護法(昭

和 25 年法律第 144 号)第 8 条に規定する厚生労働大臣の定める基準の

生活扶助 1 類、2 類、教育扶助、住宅扶助、加算等(母子及び障がい者



を含む世帯)及び基礎控除の合計額に 1.5 を乗じて得た額以下であるこ

と。 

(4) 学資の支弁が困難であること。 

(5) 保護者等に市税の滞納がないこと。 

(6) 奨学生が生活保護法の規定による保護を受けている世帯に属してい

ないこと。 

(奨学金の額) 

第 4 条 奨学金の額は、月額 9,500 円とする。 

2 奨学金は、毎年度予算の範囲内で給付するものとする。 

(申請) 

第 5 条 奨学生になることを希望する者(以下「申請者」という。)は、奨

学生申請書(別記様式第 1 号)に次に掲げる書類を添え、教育長に提出し

なければならない。ただし、当該書類により証明すべき事実を公簿等によ

って確認することができるときは、当該書類の添付を要しない。 

(1) 在学証明書 

(2) 保護者等に係る前年の収入を証明できる書類のほか、それらの事実

を証明できる書類 

(3) 保護者等に係る申請年度分の道府県民税及び市町村民税の課税状況

を証する書類 

(4) 保護者等に係る市税の滞納がないことを証する書類 

(5) 申請年度の前年度における学業成績証明書 

(6) その他教育委員会が必要とする書類 

2 前項に規定する申請は、教育長が定める期間に行うものとする。 

(奨学生の決定等) 

第 6 条 教育長は、前条の規定による申請があったときは、審査の上、奨

学生の可否を決定し、奨学生選定結果通知書(別記様式第 2 号。以下「結

果通知書」という。)により申請者に通知するものとする。 

2 前項に規定する結果通知書を受けた奨学生は、奨学金口座振込依頼書

(別記様式第 3 号)及び在学証明書を、遅滞なく教育長に提出しなければ

ならない。 

3 予算の範囲を超える申請があった場合の選考基準等については、教育長

が別に定める。 

(奨学金の給付期間) 



第 7 条 奨学金の給付期間は、奨学生に決定された当該年度の期間とす

る。 

(奨学金の給付時期等) 

第 8 条 奨学金は、年 2 回に分け、10 月と翌年 4 月に給付するものとす

る。ただし、これによりがたい場合は、この限りでない。 

2 奨学金は、奨学生が指定する保護者等の預金口座に振込みにより給付す

る。 

(在学の確認) 

第 9 条 奨学生は、申請年度の 9 月と 3 月に、申請をした高等学校等の在

学証明書を教育長に提出しなければならない。 

2 前項の規定による在学証明書の提出がない場合は、奨学金の給付を行わ

ない。ただし、教育長がやむを得ない事情があると認めた場合は、この限

りでない。 

(奨学金の廃止及び休止) 

第 10 条 奨学生が次の各号のいずれかに該当したときは、教育長は、奨学

金を廃止又は休止し、奨学金廃止(休止)通知書(別記様式第 4 号)により

通知するものとする。この場合において、教育長は、当該奨学生に対して

奨学金を廃止又は休止した理由を示さなければならない。 

(1) 休学、転学又は退学したとき。 

(2) 第 3 条に定める要件を欠いたとき。 

(3) その他教育長が奨学金の給付が必要ないと認めたとき。 

(休学等の届出) 

第 11 条 奨学生は、次の各号のいずれかに該当したときは、教育長に届け

出なければならない。 

(1) 休学、復学、転学又は退学したとき。 

(2) 奨学生又は保護者等の身分、住所その他学業継続上の重要事項に異

動が生じたとき。 

2 前項に規定する届出は、その事由の生じた日から 10 日以内に奨学生変

更届出書(別記様式第 5 号)により届け出なければならない。ただし、奨

学生が疾病その他の理由により届け出ることができないときは、保護者等

が届け出なければならない。 

(奨学金の原簿等) 



第 12 条 教育長は、奨学生及び奨学金の状況を明らかにするため、給付の

関係簿冊を備え付けるものとする。 

(奨学金の返還) 

第 13 条 教育長は、この規則に違反して奨学金の給付を受けた奨学生に対

し、奨学金の全部又は一部の返還を命ずるものとする。 

(補則) 

第 14 条 この規則の施行について必要な事項は、教育長が別に定める。 

附 則 

この規則は、令和 4 年 4 月 1 日から施行する。 

附 則(令和 4 年 9 月 29 日教育委員会規則第 6 号) 

この規則は、令和 4 年 10 月 1 日から施行する。 

附 則(令和 5 年 3 月 27 日教育委員会規則第 2 号) 

この規則は、令和 5 年 4 月 1 日から施行する。 

附 則(令和 7 年 3 月 31 日教育委員会規則第 2 号) 

この規則は、令和 7 年 4 月 1 日から施行する。 

附 則(--年--月--日教育委員会規則第--号) 

この規則は、令和 8 年 8 月 1 日から施行する。 

別記様式第 1 号(第 5 条関係) 

奨学生申請書 

[別紙参照] 

別記様式第 2 号(第 6 条関係) 

奨学生選定結果通知書 

[別紙参照] 

別記様式第 3 号(第 6 条関係) 

奨学金口座振込依頼書 

[別紙参照] 



別記様式第 4 号(第 10 条関係) 

奨学金廃止(休止)通知書 

[別紙参照] 

別記様式第 5 号(第 11 条関係) 

奨学生変更届出書 

[別紙参照] 


